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１．市の概要

(1) 位置、面積

(2) 人口と世帯

人口・世帯数の推移 （各年3月31日現在）

人口・高齢化率

（毎年10月1日現在）

全 国

令和３年 125,502,000 36,214,000 28.9%

28.1%

令和２年 125,708,000 36,191,000 28.8%

35,885,000 28.4%

126,443,000 35,578,000

沖縄県

令和３年 1,468,000 339,108 23.1%

令和２年 1,467,000 331,542 22.6%

令和元年
(H31年）

1,454,184 322,000 22.1%

令和４年 1,468,634 344,000

令和３年 45,493 11,711 25.7%

南城市
令和２年 44,815 11,361 25.4%

令和元年
(H31年）

44,212 11,043 25.0%

令和４年 45,766 11,873

本市では平成21年度より人口・世帯数とも増加傾向であります。令和5年3月現在で人口が

46,009人、世帯数が19,443世帯となっています。

　平成30年と比べ、人口は2,411人、世帯数が2,082世帯増加しています。

人　口（人） 46,009

令和4年 令和５年平成30年
令和元年
(H31年)

令和２年

45,53043,598 44,008 44,311 45,045

令和３年

年

世　帯　数 19,44317,361 17,736

　高齢化の状況について、市の高齢化率は25.9％(令和4年10月1日現在)で、県平均の23.4％を
2.6ポイント上回り、全国平均28.9％より3.2ポイント下回っています。

18,108 18,668 19,038

43,443 10,571 24.3%

人口 ６５歳以上人口 高齢化率（％）

南城市は県都那覇市から南東へ約12㎞、沖縄本島南部の東海岸に位置し、静穏な中城湾と広

大な太平洋に面しています。東西18㎞、南北8㎞の広がりを持ち、面積は49.94k㎡で北は与那

原町、西は南風原町及び八重瀬町にそれぞれ隣接しています。

離島である久高島は、隆起サンゴ礁で平坦な地形をなし、島の南西端に集落があります。

令和元年
(H31年）

126,167,000

令和４年 124,947,000 36,236,000 29.0%

平成30年

23.4%

平成30年 1,448,101 313,000 21.6%

25.9%

平成30年
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　少子化の状況においては、南城市の14歳以下の人口の構成比は、17.6％（令和5年）
となっています。
　人口が微増傾向である中、少子化率は令和元年以降ほぼ横ばいとなっています。

人口・少子化率

8,092

7,391

7,597

7,651

7,748

46,009

43,598

44,008

44,311

45,045

17.0%

人口 １４歳以下人口 構成比（％）

45,530 7,986

(3) 市内の福祉施設・医療機関の状況(P132）

　市内の医療機関の状況は、200床以上の民間病院が１ヶ所、その他内科、歯科等の医院、
診療所が点在しており、緊急時の対応などの良好な医療環境は十分ではありません。
　また、精神疾患などの専門病院は市内にはなく、精神疾患の入院は近隣市町の病院に頼ら
ざるを得ない状況です。

（毎年3月31日現在）

令和3年 17.2%
南城市

令和4年 17.5%

令和5年

令和元年
(H31年）

17.3%

年

令和2年 17.3%

17.6%

平成30年
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２．南城市福祉事務所の沿革
平成18年 1月 1日 南城市福祉事務所開設

所長は市民福祉部長が兼任

福祉事務所内に社会福祉課・児童家庭課を設置

社会福祉課（17人体制）に福祉総務、生活保護、障害福祉、介護長寿の4係を

配置。生活保護係は、ケースワーカー（ＣＷ）3人配置

児童家庭課（59人体制）に児童家庭、児童育成の2係を配置

平成18年 2月 1日 南城市家庭相談員（嘱託）の配置（南城市家庭相談室設置要綱）

平成18年 3月31日 「南城市高齢者保健福祉計画」策定

平成18年 4月 1日 社会福祉課体制強化

沖縄県から生活保護強化体制のため、副参事（兼査察指導員）を割愛採用

社会福祉課内に「南城市地域包括支援センター(直営)」を併設

南城市地域包括ケア推進協議会を設置

南城市女性相談員（嘱託）の配置（南城市女性相談員設置要綱）

南城市シュガー児童館の開館

沖縄県介護保険広域連合「第３期介護事業計画」実施

平成18年10月 1日

平成19年 3月28日 「南城市要保護児童対策地域協議会」を設置

平成19年 3月31日 「南城市障がい者計画及び障がい者福祉計画」策定

なんじょう子どもプラン「南城市次世代育成支援対策行動計画」策定

平成19年 4月 1日 社会福祉課体制強化

体制強化のため査察指導員1人を専任配置

ＣＷも1人増で4人体制となる

平成19年 4月 9日 社会福祉課内に手話通訳奉仕員（嘱託）1人配置

平成19年10月 1日 「南城市高齢者虐待防止ネットワーク協議会」を設置

平成19年11月 1日 「南城市立保育所の民営化基本方針」策定

平成19年12月 1日 民生委員・児童委員の一斉改選（85人の改選）

平成20年 3月31日 沖縄県からの割愛採用職員（副参事兼査察指導員）退職

障害者自立支援法が施行に伴い、活動支援センター「野の花」へ障害者相談支援事
業を委託実施

※ 平成19年4月2日　4地区の福祉作業所が特定非営利活動法人南城自立支援セン
ターとして活動開始

佐敷町、知念村、玉城村、大里村が合併して、南城市が誕生。大里庁舎に市民福祉
部を配置し「福祉事務所」を開設

※ 市になったため福祉事務所が設置され、これまで南部福祉事務所で実施してい
た保護業務が南城市に移管された
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平成 20年 4月 1日 所長を市民福祉部参事が兼任

「南城市障がい者運転免許取得費助成・改造費助成・介護車輌改造費事業」の実施

南城市地域支えあい事業スタート

平成 20年 10月21日

平成 20年 11月 1日 「南城市福祉事務所概要」作成

平成 20年 12月16日 「南城市障がい者自立支援協議会」開催

平成 21年 2月10日 「南城市発達障害児（者）支援の関係4課会議」開催

平成 21年 3月16日 知念保育所の民営化移管先として「知念あさひ保育園」に決定

平成 21年 3月31日 「南城市障がい福祉計画」見直し策定

「南城市高齢者保健福祉計画」見直し策定

がんじゅう教室へ機能訓練機器（油圧式筋力トレーニング機器）設置

（久高：久高離島振興総合センター、佐敷：老人福祉センター）

平成 21年 4月 1日 知念保育所の民営化による「知念あさひ保育園」開園

南城自立支援センターへ福祉製品の販売促進事業を委託

沖縄県介護保険広域連合「第4期介護事業計画」実施

平成 21年 7月13日 南城市自殺対策関係機関との連絡会

平成 21年 11月14日 第１回南城市社会福祉大会開催

平成 22年 1月15日 がんじゅう教室へ機能訓練機器（油圧式筋力トレーニング機器）設置

平成 22年 2月23日 船越保育所の民営化移管先内定

平成 22年 3月19日

平成 22年 3月27日 障害者の活動支援施設「南城市地域活動支援センター」竣工

平成 22年 3月31日 なんじょう子どもプラン「南城市次世代育成支援対策行動計画（後期）」策定

平成 22年 4月 1日

自殺対策事業の実施

母子家庭等高等技能訓練促進費等支給事業の実施

佐敷第1保育所及び佐敷第2保育所（統合）の民営化による「さしき保育園」開園

  ～24日

こころとからだの健康相談室開設（毎週火・金曜日、相談員1名配置）
児童手当より子ども手当へ変更

老人福祉センター（佐敷）、福祉センター（玉城）、総合保健福祉センター（大里）
を、南城市社会福祉協議会へ管理委託する

「ひとりでなやまないで」をテーマに精神保健普及週間及び自殺予防キャンペーンの
実施

いきいき南城しあわせプラン「南城市地域福祉計画・南城市地域福祉活動計画」策定

（知念：知念児童屋内体育館、玉城：福祉センター、大里：総合保健福祉センター1
階）

佐敷第1保育所及び佐敷第2保育所（統合）の民営化移管先として「さしき保育園」に
決定
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平成 22年 4月 16日 南城市地域活動支援センター落成式及び開所

平成 22年 6月 28日 第１回市障害者ふれあい交流会の実施

平成 22年 8月 1日 父子児童扶養手当支給

平成 22年12月 1日 民生委員・児童委員一斉改選

船越保育所の民営化移管先として「船越保育園」に内定

平成 23年 4月 1日 南城市地域包括支援センターへ正職員の「社会福祉士」1名を配置

障害者就労支援事業により野の花相談所へ支援員1名を配置

児童家庭相談員1名の増員（週3日で4時間勤務）

年齢拡大による乳幼児医療費から子ども医療費助成事業への変更

船越保育所の民営化による「船越保育園」開園

南城ワークセンター事務所移転（改善センター裏プレハブ建て２階）

「南城市ファミリーサポートセンター」の開設（市社協への委託事業）

東日本大震災被災者給付金申請の受付開始

平成 23年 6月 24日 玉城保育所の民営化移管先「以和貴保育園」に内定

平成 23年 8月 26日 沖縄県南部保健所の発達障害児者支援体制整備モデル市指定

平成 23年10月 6日 市敬老会の1日（午前・午後の２回）開催で実施

平成 23年10月 12日 福祉センター補聴器誘導システム導入事業により４ヵ所へ設置

平成 24年 1月 30日 自立支援協議会相談部会の設置及び開催

平成 24年 3月 3日 南城市学童保育連絡協議会の設立

「南城市障がい者福祉計画及び障がい福祉計画」見直し策定

南城市高齢者保健福祉計画」見直し策定

公共施設等バリアフリー整備推進事業により13施設を整備

平成 24年 4月 1日 玉城保育所の民営化による「以和貴保育園」開園  

沖縄県介護保険広域連合「第5期介護事業計画」実施

平成 24年10月 5日 知念児童館着工

平成 24年11月 2日 親子通園事業所（通称：はっぴ～）開所

平成 24年11月 16日 第2回南城市社会福祉大会開催

平成 25年 4月 1日 「福祉部新設」 福祉部長が「福祉事務所長」を兼任

平成 25年10月 1日 知念児童館完成

平成 25年12月 1日 民生委員・児童委員一斉改選

平成 25年12月 20日 南城市障害者就労施設等からの物品等の調達方針策定

平成 26年 4月 1日 沖縄県障がいのある人もない人も共に暮らしやすい社会づくり条例施行

南城市病児・病後児保育事業を委託（委託先：大里子どもクリニック）

「主任介護支援専門員」を1名採用し、南城市地域包括支援センターへ配置

「生きがい推進課」を新設し、障がい者福祉、高齢者福祉、介護保険及び地域包括支援セ
ンター等を所管する
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平成27年 4月 1日

平成27年 8月 1日

平成27年12月20日

平成28年 4月 1日

平成28年 4月18日

平成28年 6月 6日

平成28年 6月28日

平成28年11月 1日

平成28年12月 1日

平成29年 2月17日

平成29年 2月21日

平成29年 4月 1日

平成29年 7月 7日

平成29年10月 1日

平成30年 3月30日

「南城市高齢者保健福祉計画」策定　

「障がい福祉計画」一部見直し

「南城市子ども・子育て支援計画」策定

第2次いきいき南城しあわせプラン「南城市地域福祉計画・南城市地域

福祉活動計画」見直し策定

沖縄県介護保険広域連合「第６期介護事業計画」実施 

南城市地域包括支援センターへ正職員の「社会福祉士」を1名追加配置(計２名）

南城市　就職・生活支援 パーソナルサポートセンター開設

わかば保育所の民営化による「松の実保育園」開園

南城市無料職業紹介所開設

第３回南城市社会福祉大会開催

「おひさま保育園」、「木の国保育園」開園

ハローワーク求人情報のオンライン提供開始（社会福祉課）

馬天小学校敷地内に学童施設完成

百名小学校敷地内に学童施設完成

子どもの居場所「ほっとハウスひまわり」開設

「南城みなみ保育園」開園

民生委員・児童委員一斉改選

みどり保育所の民営化移管先「愛護福祉会」に内定

与那原警察との間に、「認知症高齢者等の見守り及び安全支援」に関する協議書を

締結。日本郵政(株)南風原中央郵便局、玉城郵便局と「地域における協力」に関す

る協定書を締結

「愛地友遊保育園」、「むぎの子共同保育園」開園

玉城小学校敷地内、船越小学校敷地内に学童施設完成

生活支援体制整備事業実施

在宅医療・介護連携推進事業実施

子どもの居場所「ほっとハウスがじゅまる」開設

みどり保育所民営化により「輝咲保育園」開園

｢第3次南城市障がい者計画」策定

｢第5期南城市障がい福祉計画」見直し策定

｢第1期南城市障がい児福祉計画」見直し策定

｢南城市高齢者保健福祉計画」見直し策定

－８－



－ 9－

平成 30年 4月 1日

平成 30年 4月 1日

平成 30年 7月 1日

平成 30年11月24日

平成 31年 4月 1日

令和元年12月 1日

令和 2年 3月 31日

令和 2年 4月 1日

令和 2年 8月 1日

令和 2年 8月 末

令和 3年 3月

令和 3年 3月 31日

令和 3年 10月 1日

令和 3年 10月 1日

令和 4年 2月 17日

令和 4年 4月 1日

令和 5年 4月 1日

認知症総合支援事業「認知症初期集中支援チーム」促進推進事業実施

佐敷小学校敷地内、大里南小学校敷地内に学童施設完成

「おおざと保育園」開園

沖縄県介護保険広域連合「第7期介護事業計画」実施

南城市地域活動支援センターを南城市社会福祉協絵議会へ管理委託する

子どもの居場所「BIG MAMA HOUSE」開設

第４回南城市社会福祉大会開催

知念小学校敷地内、大里北小学校校舎内に学童施設完成

「児童家庭課」を「子育て支援課」に課名変更

「家庭的保育くだから」開園

民生委員・児童委員一斉改選

老人福祉センター(佐敷）、福祉センター(玉城）、総合保健福祉センター(大里）

の社会福祉協議会による指定管理終了

子どもの居場所「みんなのいえ」開設

第3次いきいき南城しあわせプラン「南城市地域福祉計画・南城市地域

福祉活動計画」見直し策定

「第２期 南城市子ども・子育て支援事業計画」策定

「かりゆしキッズ保育園」「さくら保育園」開園

「のびるっこ保育園」開園

南城市福祉センター(玉城）屋内施設は老朽化に伴い閉館

｢南城市高齢者保健福祉計画」見直し策定

沖縄県介護保険広域連合「第８期介護保健事業計画」見直し策定

「第６期南城市障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画」見直し策定

南城市総合保健福祉センター(大里）は南城市立認定こども園へ転用に伴い廃止

南城市福祉センター(玉城）は施設の劣化が著しく廃止

南城市ゲートボール場条例を制定（福祉センター敷地内にある既存のゲートボール
場の設置、名称及び位置を制定）

第5回南城市社会福祉大会（コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、式典中止）

南城市地域包括支援センター（直営型）を基幹型センターへ移行

南城市地域包括支援センター（地域型センター）を２地区に開設

「公私連携幼保連携型玉城こども園」開園（南城市立玉城幼稚園から移行）

「公私連携幼保連携型知念こども園」開園（南城市立知念幼稚園から移行）

「松の実こども園」開園（松の実保育園から移行）

南城市子ども家庭総合支援拠点を設置

「公私連携幼保連携型佐敷こども園」開園（南城市立佐敷幼稚園から移行）

「公立大里こども園」開園（南城市立大里北、大里南幼稚園から移行）
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交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

地方債

歳入予算

議会費

総務費

※

※

※

地方税 3,816,950千円 14%

地方譲与税 119,779千円 0%

利子割交付金 1,427千円 0%

配当割交付金 8,050千円 0%

株式等譲渡所得割交付金

8,294千円 0%

地方消費税交付金

811,378千円 3%

ゴルフ場利用税交付金

52,580千円 0%

法人事業税交付金

36,015千円 0%

環境性能割交付金

9,959千円 0%

国有提供施設等所在市助

成交付金 12,474千円 0%

地方特例交付金

31,292千円 0%

地方交付税 7,100,000千円 26%

交通安全対策特別交付金 3,000千円 0%

分担金及び負担金 130,929千円 0%
使用料及び手数料 185,167千円 1%

国庫支出金 5,867,913千円 22%

県支出金 3,645,379千円 13%

財産収入 179,703千円 1%

寄附金 201,542千円 1%

繰入金 2,009,242千円 7%

繰越金 400,000千円 1%
諸収入 550,624千円 2%

地方債 1,950,900千円 7%

議会費 214,281千円 1%

総務費 3,080,436千円 11%

民生費 11,327,133千円 42%

衛生費 1,372,192千円 5%

労働費 31,558千円 0%

農林水産業費 1,191,317千円 4%

商工費 189,575千円 1%

土木費 2,377,775千円 9%

消防費 613,756千円 2%

教育費 4,416,959千円 16%

災害復旧費 3千円 0%

公債費 2,005,581千円 8%

諸支出金 262,031千円 1%
予備費 50,000千円 0%

歳入予算額

２７，１３２，５９７千円

歳出予算額

２７，１３２，５９７千円

民生費のうち

国民年金費 16,427千円

国保会計繰出金 527，817千円
後期高齢者会計繰出金132，088千円
後期高齢者医療広域連合負担金

476，856千円

－１０－
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令和5年度　福祉事務所関係予算

歳入
分担金及び負担金
使用料及び手数料
国庫支出金
県支出金
財産収入
寄附金
諸収入

一般財源
計

歳出
社会福祉総務費
障害福祉費
老人福祉費
介護保険費

社会福祉施設費
生活保護費
災害救助費

児童福祉総務費
児童手当費

児童福祉施設費
母子福祉費

計

社会福祉総務費

1,357,095千円
12%

障害福祉費

2,211,185千円 20%

老人福祉費 107,602千円 1%

介護保険費

859,476千円 8%社会福祉施設費 23,029千円 0%

生活保護費

933,391千円 8%

災害救助費 186千円 0%

児童福祉総務費

484,900千円 4%

児童手当費 967,794千円 9%

児童福祉施設費 4,002,992千円
35%

母子福祉費

364,130千円 3%

歳入予算額

10，910，295千円

歳出予算額

１１，３１１，７８０千円

分担金及び負担金 130,929千円 1%

使用料及び手数

料 619千円 0%

国庫支出金

4,298,169千円 38%

県支出金

1,745,110千円 15%

財産収入

0千円 0%

寄附金 1千円 0%

諸収入

208,281千円 2%

一般財源

4,928,671千円 44%

令和5年度 福祉事務所関係予算

歳入予算額

１１，３１１，７８０千円

－１１－
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1

総務・援護係 1 人
2 人

1
査察指導員 1 人
ケースワーカー 6 人
経理・統計係 1 人
面接相談員（会計年度任用） 1 人

1 レセ点検員（会計年度任用） 2 人
1 1 人

就労支援員（会計年度任用） 1 人
嘱託医（一般・精神） 2 人

所長（部長兼任） 1 1 人
参事 1 2 人
職員（4課） 55

69 5 人
包括業務委託 60 1 人

合計 186 2 人
1 人

社会福祉課 1 1 人
職員 13 1 人

12
包括業務委託 6 地域支援事業係 1 人

31 社会福祉士 1 人
主任介護支援専門員 1 人

生きがい推進課 1 理学療法士（会計年度任用） 1 人
職員 18 1
会計年度任用 8 社会福祉士 1 人

26 長寿・介護保険係 2 人
介護保険窓口（会計年度任用） 2 人

こども相談課 1

職員（実数） 10
嘱託・会計年度任用 10
包括業務委託 1 1

計 21
社会福祉士（相談業務） 2 人

こども保育課 家庭児童相談員（会計年度任用） 2 人
1 女性相談員（会計年度任用） 1 人

職員（実数） 14 1 養育支援員（会計年度任用） 1 人
0 こども家庭支援員（会計年度任用） 0 人

包括業務委託 39 1 人
計 53

心理士 1 人
大里こども園 心理士（会計年度任用） 0 人

保育支援員（会計年度任用） 1 人
職員（実数） 14 相談窓口（会計年度任用） 1 人

13 看護師（会計年度任用） 0 人
包括業務委託 1 保育コンシェルジュ（会計年度任用） 0 人

計 28 1 親子通園（会計年度任用） 3 人

特別児童・児童扶養手当 1 人
1 児童手当・母子寡婦福祉 1 人

こども医療費（兼務） 0 人
1

保育所係 5 人
大里こども園運営 1 人

2
学童係、保育所等認可(兼務) 2 人
放課後子どもの居場所 1 人
児童館、保育所整備 1 人

1 こどものまち推進（兼務） (1) 人
1 児童厚生員（包括業務委託） 34 人

こども企画係長

給付助成係長

介護保険
広域連合

保育こども園係長

こ
ど
も
保
育
課
長

医療扶助適正支援員(会計年度任用）

子ども支援員(会計年度任用）

障害福祉支援員（会計年度任用）

こども家庭係長

ファミリーサポートセンター（会計年度任用）

手話通訳員（会計年度任用）

障害福祉係長

包括支援係長
(保健師兼地域包括支
援センター長(基幹

型)）

南 城 市 福 祉 事 務 所 組 織 図

総務係長

（令和５年４月１日現在）

生活保護係長

市
長

副
市
長

福
祉
部
長
兼
福
祉
事
務
所
長

福
祉
部
参
事

生活困窮者自立支援相談員（会計年度任用）

南部広域市町
村圏事務組合

収入資産調査員（会計年度任用）

社
会
福
祉
課
長

計

嘱託・会計年度（4課）

社会福祉士
障害福祉係

介護長寿係長

こども相談係長

こ
ど
も
相
談
課
長

生
き
が
い
推
進
課
副
参
事

（
介
護
保
険
広
域
連
合
出
向
）

生
き
が
い
推
進
課
長

嘱託・会計年度任用

嘱託・会計年度任用

計

嘱託・会計年度任用

区分認定調査員（会計年度任用）

虐待防止支援員（会計年度任用）
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